
           自 治 労 連  

                  都庁職  
 

東京春闘共闘・東京地評他、民間２８単産が 

10確定闘争に激励と連帯のアピール 
 

１１月２日、伊藤東京地評議長より自治労連都庁職に対し、東京春闘共闘・東京地評他、民間２８単産による

激励と連帯のアピールが寄せられました。 

 

２０１０年１１月２日 

   自治労連東京都庁職員労働組合 

    執行委員長 森田 稔 殿 
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                         執行委員長   豊田 太一 
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              東京地区私立大学教職員組合連合         

                         中央執行委員長 内藤 光博 

              東京地方医療労働組合連合会           

                         執行委員長   岡本  学 

              全国福祉保育労働組合東京地方本部        

                         執行委員長   國米 秀明 

              全労連・全国一般労働組合東京地方本部      

                         中央執行委員長 室井  清 

              東京公務公共一般労働組合            

                         中央執行委員長 中嶋 祥子 

              東京土建一般労働組合              

                         中央執行委員長 巻田 幸正 
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                                 執行委員長   吉沢  利夫 

              首都圏青年ユニオン               

                         執行委員長   武田  敦 

              東京港湾関係労働組合協議会           

                         議   長   佐藤 史生 

              日本学生支援機構労働組合            

                                     執行委員長   藤井 和子 

              全国生協労働組合連合会東京都連合会       

                         議   長   金坂 英次 

               首都圏移住労働者ユニオン            

                          執行委員長    田波 紀夫 

 

不当な都人事委員会勧告に抗議し、都職員の闘いに連帯するアピール 

 

 １０月７日東京都人事委員会は、２０１０年の都職員の給与等について、月例給与と特別給をとも

に引き下げ、年収ベースで平均１０万５千円を引き下げる勧告を行いました。 

 例月給については、公民較差マイナス１，２３５円、０．２９％であるとし、行政職給料表を地域

手当支給割合引上げに伴う本給引下げ分と合わせて月額平均約１．２％程度を引下げるとともに、高

齢層には昇給カーブのフラット化（高齢層は－１．５％）と称して賃金抑制を強める内容であり、特



別給では、国に追随して年間支給月数を０．２月（すべて期末手当分）を引き下げ、４７年ぶりに年

間月数４ヶ月を下回る年間３．９５月とする極めて不当な内容と言えます。 

 また、勧告は、自宅の住居手当について、国との制度の違いを無視し住宅手当の引き下げを行うと

ともに、非正規労働者が増大する公務の実態を無視し、非常勤・臨時職員等の賃金・労働条件に関し

ては何ら触れていない点をみても、私たちは「極めて不当な勧告」であるとの貴組織の指摘に強い賛

同の意を表するものです。 

 いま、公務労働者と民間労働者の相互に「悪魔のサイクル」といわれるような賃金抑制・労働条件

の切下げ攻撃が繰返されています。このようなもとで、この不当な勧告の実施が許されるのであれば、

東京で働く民間労働者や公務関係職場の臨時・パート労働者への悪影響ははかりしれないと言えます。 

 また、このような労働者の賃金引下げの影響は、都民生活の消費支出をさらに低迷させ、国際金融

危機以降冷えこんだ景気を一層深刻化させることは必至です。 

 不当な東京都人事委員会勧告を受けての貴労働組合における２０１０年賃金確定での闘いは、以上

のように、私たち民間労働者はもとより広く都民生活の向上にとって極めて重要な闘いといえます。 

 私たちは、２０１０年確定闘争勝利・秋季年末闘争での要求実現のために奮闘されている貴労働組

合の闘いに対して、深い敬意と熱烈な連帯の意志を表明するものです。 

以 上 

 


